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補遺4  

平成16年度の積立比率の実績と   

平成11年財政再計算における将来見通しとの帝離の要因分解について   

平成16年度の積立比率の実績と平成11年財政再計算における将来見通し（平成16年改正を反映した加  

工値。以下同様。）の罪離の要因分解（帝離に対する各要因の寄与分の計算）は、積立金と同様な変数を用  

いて行った。その内容を簡単に記すこととする。  

図表3－5－6の要因分解   

積立比率は、前年度末積立金を総合費用で除して得られる比率である。平成n年度の積立比率をAい  

平成n年度の積立金をBn、平成n年度の総合費用をCnとすれば、  

An＝Bn＿L／Cn‥・（1）  

である。   

推計式（1）の変数B15，C16に実績又は将来見通しの数値を次の表のように代入していき、推計値①～③  

まで計算し、順次差をとることにより各々の寄与を計算することができる。例えば、推計値①－推計値②  

は、平成15年度末の積立金の罪離の寄与分である。   

なお、推計値①は平成16年度積立比率の実績となり、推計値③は平成11年財政再計算における平成16  

年度の将来見通しとなる。  

このようにして、平成16年度時点の収支比率の帝離（①－③）を分解したものが図表3－5－6である。  

図表3－5－7の要因分解   

補遺2で述べたように、積立金は、前年度末の積立金と当年度の名目運用利回り、運用収入以外の収支  

残を用いた漸化式によって表すことができる。平成n年度の名目運用利回りをDい 平成n年度の運用収  

入以外の収支残をEnで表すと、漸化式は以下のようになる。  

Bn＝Bn＿1×（1＋D。）＋EnX（1＋D。／2）   

この漸化式を用いて、平成15年度末積立金を表すと以下のようになる。  

B15＝BllXⅢt＝12～15（1＋Dt）＋∑t＝12～15［EtX（1＋Dt／2）＋Ft］×n。＝t．l～L5（1＋D。）‥・（2）   

ただし、Fは積立金の評価方法を簿価ベースから時価ベースに変更した場合の評価損益を表し、平成13  

年度は私学共済、平成14年度は地共済において使用する。   

総合費用は、保険料収入、運用収入など自前財源で賄うこととなる支出であり、給付費、基礎年金拠出  

金（国庫・公経済負担分を除く）などが太宗を占める。総合費用の増減は、経済要素として年金改定率、  

人口要素として受給者数の増減による影響が主要なものであると思われる。平成n年度の総合費用の対前  
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年度の増減率をRCn（＝Cn／C。＿1－1）とし、平成n年度の年金改定率Gnとそれ以外の要因に分解してみ  

ることとする。  

RCgn＝（1＋RCn）／（1＋Gn）－1  

と定義すれば、RCgnはn年度の年金改定率が0％の場合の総合費用の増減率を表すこととなる。総合費用  

をこれらを用いて表すと次のようになる。  

C。＝Cn＿1×（1＋Gn）×（1＋RCgn）‥・（3）   

要因分解を式（2）、（3）を用いて平成11年度まで遡って繰り返し行うと、積立比率は次のようになる。  

A16＝くBllXnt＝12～15（1＋Dt）  

＋∑t＝．2～15 ［EtX（1＋Dt／2）＋Ft］×n。＝t．卜15（1＋D。）〉  

／［c12×nt＝1，～16（1＋Gt）×rlt＝1，～16（1＋RCgt）］‥・（4）   

推計式（4）の変数Bll，C12；Dt，Et（t＝12～16）；Gt，RCgt（t＝13～16）に実績又は将来見通しの数値を  

次頁の表のように代入していき、推計値（1）～（19）まで計算し、順次差をとることにより各々の寄与を計算  

することができる。例えば、推計値（1）一推計値（2）は、平成11年度末の積立金の帝離の寄与分である。   

なお、推計値（1）は平成16年度積立比率の実績となり、推計値（19）は平成11年財政再計算における平  

成16年度の将来見通しとなる。   

推計結果（式（4）の値）は次の表、用いた基礎的数値は161～164頁のとおりである。  

平成16年度積立比率の推計値一覧  

厚生年金   国共済   地共済   私学共済   

（1）実績   ［6．3］   7．2 ［7．3］   10．9 ［10．9］  10．5 ［10．6］   
（2）推計値   ［6．3］   7．2 ［7．1］   10．8 ［10．8］  10．5［10．7］   
（3）推計値   ［6．4］   7．2 ［7．2］   10．9 ［11．0］  10．6［10．8］   
（4）推計値   ［6．4］   7．0 ［7．0］   11．0 ［11．0］  10．6［10．8］   
（5）推計値   ［6．5］   7．2 ［7．2］   11．2 ［11．2］  10．8［10．9］   
（6）推計値   ［6．6］   7．1［7．2］   11．2 ［11．2］  10．8 ［11．0］   

（★）推計値   ［6．61   7．1  7．2］   11．2 「11．2］  10．8 ［10．6］   

（7）推計値   「6．7］   7．2 「7．3］   11．4 「11．5］  11．0 ［11．11   
（8）推計値   「6．7］   7．2 「7．3］   11．5 ［11．5］  11．1［11．2］   

（☆）推計値   ［6．7］   7．2 「7．3］   11．5 ［11．8］  11．1「11．21   
（9）推計値   「6．7］   7．3 ［7．3］   11．7  11．7］  11．3［11．3］   

（10）推計値   「6．8］   7．3  7．3］   11．7 ［11．71  11．4［11．4］   
（11）推計値   「6．6］   7．1 ［7．11   11．1「11．1］  11．2 ［11．2］   
（12）推計値   ［6．5］   6．9 「6．9］   10．9 ［10．91  11．1「11．11   
（13）推計値   ［6．51   7．0 ［7．0］   10．7 「10．7］  11．2［11．2］   
（14）推計値   「6．4］   6．9 ［6．91   10．5 ［10．5］  11．1［11．1］   
（15）推計値   ［6．5］   6．9 「6．9］   10．4 「10．4］  11．2［11．2］   
（16）推計値   ［6．3］   6．7 「6．7］   10．2 「10．2］  11．0［11．0］   
（17）推計値   「6．3］   6．7 ［6．71   10．3 ［10．3］  11．6［11．6］   
（18）推計値   「6．2］   6．6 ［6．6］   10．1［10．1］  11．4［11．4］   
（19）将来見通し   「6．2］   6．6 ［6．6］   10．1［10．1］  11．5 ［11．5］   

注：［ ］内の数値は時価ベースのものである。  
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前年度末積立金算出のための基礎的数値  

11年度以  12年度  13年度  14年度  15年度  

前  

（評価変更  
（評価変更  

後ベース  後ベース  
積立金）一  積立金）－  

運用収入  運用収入  運用収入  運用収入  
16年度彿立比率推計                         11年度末  名目運用   以外の収  名目運用   以外の収  

値  積立金  利回り  支残  利回り  支残  彿立金）  利回り  支残  積立金）  利回り  支残   
A16  Bll  D12  E12  D13  E13   F13  D川  E川  F＝   D15  E15   

（1）稟績   宴緒  要緒  妾繕  妻繕  要結  稟繕  婁緒  要緒  稟繕  宴績  葵繕  
十値  将来見通し  実績   宴緒   実績   実績   葵績   実績   実績   宴緒   実績   実績  
十値   招来見通じ  将来見通し  実績   

将来東通し  将来見通し  将来見通し  稟緒   葵績   宴績   実績   稟績   葵緒  稟繕   宴繕  
十値   将来見通し  将来見通し  将来見通し  将来見通し  集結   

（6）推計値  将喪見通し  将来見通し  将来見通し  将来鼻通し  将来見通し  実績   実績   実績   実績  
将来鼻通じ  ・・三 い  頼兼鼻通じ  将来見通し  将来見通し  将来見通し  妾繕   
将来見通し  常葉東通し  将来見通し  将来見通し  将来見通し  将来見通し  将来見通し  実績   葵績   稟繕   

十値  将来見通し  将来見通し  将来見通し  将来見通し  将来見通し  将来見通し  将来見通し  将来見通し  実績  集結   
十値   将来見通し  将来見通し  将来見通し  ・将来見通じ  将来見通し  将来見通し  将来見通し  将来見通し  将来見通し  稟績   実績   

（9）推計値  将来見通し  将来見通し  将来見通し  ∴将来見通し  将来見通じ  将来東通し  将来見通じ  将来見遺し  将来見通し  将来見通し  稟繕   
（10）推計値  将来見通し  将来見億し  癖兼見通じ  将来見通じ  将来見通し  将東泉通じ  将来見通し  嘱蔑見通し  将来見通し＝  将来見通し  将来見通し   

（11）推計値  将来鼻通じ  将来見通し  将来見通し  将来見通し  招来見通し  将来見通し  将来見通し－  将来見通し  将来見通し  将来見通し  将来見通し   

（12）推計値  将来見通じ  将来見通じ  将来見通じ  将来見通し  将来見通し  、将来見通し  将来見通し  瀬未見通じ  将来見通じ  将来見通し  将来見通し  
十値   特集東通し  将来見通じ  将来見通し  腐集見通し  将来見通し  癖素見通し  将乗見通心  将来見通じ  朝来見通L  将来鼻通し  て将来見通し  

十値   将来見通ピ  将来選通し  将来見通し  こ将来見通じ  将来見通し  将来見通し  将来見通し  将兼見通し  将来見通し  将来見通し  将来見通し  
十値  将来見通じ  将来見通じ  将来見通しご  将来見通じ  将来見通し  将来見通厄  将来見通L  将来見通じ  将来見通し  将来見通し  将来見通し  

十値   将来見通し  将来見通し  ⊥将来見通し  照度見通し  ′将来見通し  将来見通し  将来見通し：  将来見通じ  将来見通し  将来見通し  将来見増し   

（17）推計値  将来見通して  将来見通し  将来見通し  将来見鷹し  将来見通じ  将来見通し  将来見通し  将来見通し  将来見通し≦  ■将来見通じ  将来見通し   

（18）推計値   将来見通じ  将来見通し  将来見通し  将素見通し、  将来見通し  将来見通し  将来見通し  将来見通し  将来見過し  将来見領し  将来見通し  （19）将来見通し   将来見通し  将来見通し  将来見通し  将来見通し  将来見通し  瀬来見通し  将来見通し  将来見通し  将来見通し  将来見通し  料来見通し   
総合王用算出のための基礎的数値  

12年度以  
13年鹿  

前  
14年度  15年度  16年度  

年金改定  年金改定  年金改定  年金改定  
率が0％の  辛が0％の  率が0％の  率が0％の  

場合の総  場合の総  場合の総  場合の総  
16年度稚立比率推計                    12年度総  年金改定     合兼用増  年金改定     合兼用増  年金改定  
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一巻老）（刊平成16重度京樽立食．（あ平成1扇引受収支比圭＿（勤平鹿16年唐轄立比峯を推計するための捷  的教書（妻  rその11  

厚生年金   国共済  地共演  私学共済   

①② ③  兆円   億円   億円   億円   億円   億円   億円   
平成11年度の賃金上昇率  

各制度別の名日宇金上昇辛（％）注Z   ・－0．622   0、730   0．73   0′524   0．524   0．ヰ0   0．402   

鞭用有年金全体の名目賃金上昇率（％芦2   －8．358   －0．350   －0．35   －0．350   －0．3！氾   －0．350   －0．350   

A“ E‖  B－1 平成11年正夫積立金   注3  172．3  83．189  ［85．252】  352，346  352．ユ46   29．270   29．270   

平成12年度の運用職人  注3   3，5   2．499   「1．6781   9．328   9．328   875   875   

F．▲  D．t  名目運用利回り（％）   2．04   3．00   ［1．96］   2．65   2．65   2．99   2．99   

Bau  実質的な運用利回り（％）   l．89   2，84   ［1．81】   2．49  2．49   2．83   2．83   

平成12年度の賃金上昇率  

各鯛膿別の毛呂賃金上昇率（％）注Z   －【l．005   1．615   1．6l   0．728   0．728   1．125   l．125   

Bb，l  被用有年金全体の名目賃金上昇率（％声之   0－151   0．151   0－15l   0．151   0．】51   0．151   0．151   

Gセ  E．1 平成12年度の運用収入以外の収支殊   －1．5   263   拉97】   ー】68   －168   －22   －22   

Cll  保険料収入   21．8   18．206   10，206   29．882  29．882   2．429   2．429   

各制度別の半年分偶整後名目賃金上昇率（％）   ・－8．314   1．175   1．175   0．627   0．627   0．765   0．7tS5   

Cau  穐用有年金全体の名目手金上昇率（半年分覗重雄）（％）   －0．D99   －0．099   －0．D99   －0，D99  ・－8月99   －0．099   －0．09g   

Cb．】  （1十各制度別の名白文金上昇孝）／（1・被用者年金全体の名臣賃金上昇率）   0．998   1」〕1：l   1．01：】   1．007   1．007   l．∝伯   1．009   

給付t十基礎年金拠應金（匹庫・公経済負担分を除く）一基礎年金交付金   23．8   17．0－4   17．074   43．103   43．103   2．432   2，432   

その他収入（基礎年金拠出金の四年・公経済負捏分を除く）－その他支出   0．5   7，131  注5 【7，165】  13．053   13p53   －19   －19   

B廿  C．王  （再掲）総合t用   23J〕   11．350   11．350   28．47D   28．47【I   2．454   2．45ヰ   

椒上昇率（％）   －8．7   －0．丁   －0．7   ・－0．7   ・・8．7   －0．丁   ・－0，7   

年金改定率（％）   0．0   0．D   0．0   08   0．0   0．0   0．0   

駄．，  （ト年金改定率）／（1＋篠用有年金全体の名目賃金上昇率）   1．001   1．001   1．（旧1   l．DOl   1月01   1，（氾1   1．081   

Cd．量  各制度別の名目耳金上昇車が0％の場合の保険料収入   21．9   10．087   10．D87   29．696   29．696   2．41l   2．411   

鎚，．  年金改定率が0サもの場合の針寸兼等   23．3   9．9ヰ3  【9．9D9】  30．050   30．050   2．451   2．45l   

年金改定辛が0％の場合の総合★用   23月   11，350   ‖．350   28．4TO   28．4？D   2．454   乙454   

平成12年度東棟立金   謹3  174．3   85．95l  【87．227】  3t‖．507  361．501   30．123   30．123   

平成13年度の運用収入   【3．9】   2．104   rl．341】   7．872   7．872   丁83   783   

F．1 D．．  名E連用制回り（％〉   【2．26】   2．47   ［†．55】   2．18   2．18   2．60   2，60   

Ba，，  実質的な運用利回り（％）   【23胡   2．59  ［1．67］   230   2．38   2．73   2．73   

平成13年直の賃金上昇率  

各制度別の名目賃金上昇率（％）注Z   －0．271   0．19   0．19   0．089   0．D89   0．005   0．0（15   

Bb．，  社用有年金全体の名目丁金上昇卒（％声之   －0．121   －8．121   －0．12†   ・・8．121   －－0．121   －0．121   －0．121   

Gl． E－， 平成13年魔の運用収入以外の収支残   －2，8   －1．555  ト1．498】   －112   －112   －106   －106   

保険料咽入   21．6   10ヱ52   l（），252   ・；   29．85丁   2．461   2．461   

保挨料収入壇減車（％）   」）．917   0．451   D．451   －0．884   一・8月自4   1．317   1．317   

RCi．，  各制度別の半年分蘭書緩名目1金上昇率が0りもの場合の保険料収入まl減車（％）   －0．780   ・・0，450   －0．450   －0．490   －8．4！氾   0．丁48   0．748   

1．，  各制度別の半年分憫整後名目1金上昇車（％）   ・－8．138   0．905   0．905   0．489   0．409   0．565   0．565   

C如  被用青年会全体の名臼井金上昇畢（半年分調整後〉（％）   0，O15   D皿15   0．015   0．015   0．015   0．015   0．015   

Cb．】  （1＋各制度別の名目千金上昇率）／（1＋被用者年金全体の名目賞金上昇率）   0．998   1J）09   1．∝I9   1．004   11〉04   1．005   1．OD5   

，糾寸貴＋基礎年金拠出金（国井・公経済負担分を除く）一基礁年金交付金   24，9   ‖．279   17．279   44．034   仙 ■ ・   2．549   2．549   

その他収入（基蛙年金拠出金の匹庫・公経済負担分を除く）－その他支出   0．5   5．4丁2               ●   14．OtS5   14．085   ー18   －18   

（再掲）総合★用   24．1   1l．759   11．759   29．479   29．479   2．570   2．570   

総合■用増減車（％）   ヰ．783   3．604   3．604   3．544   3．544   4．727   4．727   

RBh。RCg．I  年金改定率が0％の場合の総合費用機減車（％）   4．783   3．684   3．ふ：叫   3，544   3．5ヰ4   4．727   4．727   

如上昇畢（％）   一・8．7   ・■．7   －0．7   ・・8．7   －－0．7   －0．7   一■7   

H，｝  Gl  年金改定辛（％）   0．0   0，0   D．D   0月   0．0   0．D   0．0   

Cc，，  （1←年金改定率）／（1十被用者年金全体の名日1金上昇率）   1．0∝）   1．0∝〉   1．00D   1．000   1．000   1．000   1．080   

Cd，，  各制度別の名巨耳金上昇車がOIもの鴇色の保挨網収入   2l．6   tO．＝氾   10，160   29．735   29．735   乙447   2．447   

C七．．  年金改定率が0％の場合の給付暮等   24．4   11．807  【11．750］  29，969   29．969   乙567   之．567   

平成13年度乗積立会   【175．4］   86，508  【8川70］  369．267  369．267   30．800   30．800   

D．，Jll F－，  （酔年来更後ベース積立金）－（絆価女史前ベース株立食）  【川14］   

平成1ユ年正夫積立金（膵価変モ撞）   い75．4】  86．5【氾  ［87．070】  369．267  369ヱ67  30．800  注6 ［31．814】   

平成川年度の運用収入   ［l．3】   2．169   「1．757】   6．8－0   8．870   667   ト叫】   
F川  Dl●  名目連用制回り（％）   ［D．75］   2，54   【2．04］   l．86   1．86   2．17  ト8ヱ8］   

Ba－一  実賃的な連用制回り（％）   い．95】   3．76   【3．26】   3．D8   3．08   3．39   【D．別】   

平成14年度の賃金上昇率  

各制度別の毛呂文金上昇率（％）辻之   注4  －1．†51   －1．716   －1．71   －1．540   －1．540   0．328   0．328   

Bb，‘  被用者年金全体の名目t金上昇車（％）注乙・注4   －l．182   －1．18   －1．†8   －し182   －1．182   －l182   －1．182   

G“ E川 平成14年度の運用収入以外の収支残   －2．6   －1．92之  ト1．84り  －1．479   －1．479   －99   ト99】   

保険料収入   21．6   1D．130   10，130   29．656   29．656   2．586   2．586   

保妓料収入増減車（％）   0．000   －1．190   －1．190   －0．673   －0、673   5．D79   5．0丁9   

RCi，．  各制度別の半年分Ⅷ事後名El金上昇寧が0％の場合の保険料収入増濾率（％）   D．715   ・・8．431   －0431   0．D53   0．853   4．905   4．905   

Ⅰ．．  各制度別の半年分明整後名目t金上昇琴（％）   －8．710   ・勺．76之   －0．762   －0．728   一月．726   0．166   0．166   

Cさ＝  椎用有年金全体の名計王金上昇率（半年分憫整後）（％）   －0，851   －8．851   －0．651   －0．651   ー㊤．651   －0．651   －D．651   

Cb“  （1＋各制度別の名目文金上昇率）／（1・複用青年会全体の毛呂文金上昇率）   0．999   0．999   0．999   0．999   0．999   1．088   1．∝柑   

掛寸土＋基礎年金拠出金（国庫・公経済負担分を除く）一基礎年金交付金   26．3   17．396   17．396   44．788   44．788   2．683   2．683   

その他収入（基礎年金拠出金の四庫・公経済負超分を除く）－その他支出   2．1   5．344  注5 ［5，4之5］  13．653   13．65：）   －2  注5   ト幻   

（再掲）総合た用   25．5   11．980   11，96D   30．775   38．775   之．700   2．700   

総合1用土替減車（％）   5．80g   1．709   1．709   4．396   4．396   5．D58   5．058   

RBhH RCg，．  年金改定率が0鳴の場合の総合★用増減車（％）   5．8D9   l－7〔19   1．TO！l   4．396   4．3【I6   5．D58   5．058   

舶上昇率（％）   －0．9   －0．9   －0．9   一刀，9   －0．9   －0．9   －0．9   

H，． G‖  年金改定率（％）   0，0   0．0   0．8   0．D   0．0   0．0   0．0   

C¢H  （ト年金改定率）／（1＋複用有年金全体の名目賃金上昇率）   】．007   1上旧7   l．007   l．007   1．007   1J）07   1．【）0丁  

Cd＝  各制度別の名目t金上昇率が0％の場合の保険料収入   21．8   10ヱD8   10．208   29，873   29．873   2．582   2．582   

払．．  年金改定率が0％の場合の給付辛等   242   12．052  【11β71  ］   31．135   31．135   2．685   2685   

平成14年度東棟立金   ［174．1  】   86．747  【86朋6  】   374．658  374．658   31．368  【3L625】   

D．．」川  F“  （評価変更後ベース積立金ト（絆価変更前ベース積立金）  ト8．938  

平成14年度乗積立食（評価ま更後）   【174．1  〕   86．7ヰ丁  【86．986  】   374．658  【365，丁2D  】   31．368  ［31．625］   
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（参寿）の平成16先度夫精立食㌧虐）平成16生庶政壬比圭． 店）平成16年席捲立比奉を推計するための  基礎的数鐘（婁  「その21  

厚生年金   四共演  地共済  私学共済   

① ②  ③   兆円   億円   億円   億円   億円  億円   億円   
平成15年魔の運用収入   【7．0】   2．358   「3．2821   丁．000  r16．9【〉51  6TO   「8091   

Ft． D1．  名8運用利回り（％）   【4．10】   2、丁5   【3．8幻   1．88   ト．67］  2．14   ［2．57】   

B▲－  実質的な運用判画り（％）   【4．74】   3．38   【4．46】   2．58   【5．引］  2．77   【3．20］   

平成15年魔の千金上昇ヰ  

各制度別の名日宇金上昇率（％戸Z   －一心．265   －1．546   －1．54   －8．876   ー■．876  0．237   0．237   

Bb，．  鞭用青年会全体の名目1金上昇率（％声2   ・・8．611   －0．611   ー0．61T   ・・0．611   」）．611  －0．611   －8．61l   

Gl■  E－． 平成椅年度の運用収入以外の収支殊   －6．5   －2．†67  ト2．093］  －3．361  ト3．11り  －236  ト†92】   

保険料収入   20．2   10．231   10．Z3T   29．677   29．677  2．736   2．738   

保険料収入増減車（％）   －6．594   0．994   0．994   D．069   0．069  5．808   5．808   

RCi－  各制度別の半年分挿さ醜名冒1金上昇寧が0†もの場合の俣扶料収入11ま率（％）   －5．928   2．662   2．662   1ヱ89   1．289  5．510   5．510   

ⅠⅦ  各軸度別の半年分偶生後名日文金上昇率（％）   ・1）．707   －1．62S   －1．625   －1＿204   －1．204  0．283   0．283   

bⅦ  被用者年金全備の名目t金上昇率（半年分憫生後）（％）   ー■．895   －0．895   －0．895   －8．895   －■．895  －0．895   ・・0．895   

Cb“  （1・各制度別の名日1金上昇率）／（1十被用者年金全体の名日賃金上昇串）   1．002   0．993   0．993   0．997   0．997  1．012   1．012   

給付費＋基礎年金拠出金（四庫・公耀済負担分を除く）一基礎年金交付金   27．2   17．615   17．引5   45．7†0  45．7】0  2．824   2．824   

その他収入（基礎年金拠出金の四庫・公経済負担分を除く）－その他支出   0．5   5．2柑  注5 【5ヱ92】   12．672  注5 【12．923】  －148  注5  ト104】   

（再掲）総合★用   2ti、4   12．334   12．334   32．763   3乙763  2．936   2．936   

総合★用増減率（％）   3．529   3．127   3．127   6．460   6．460  8．741   8．丁41   

RBh■ Rqi鶴  年金改定率が0†もの叫合の総合■用増減車（％）   4．470   4．064   4．06ヰ   7．427   7．42－  9．728   9．728   

物価上昇率（％）   －0．3   ・・■．3   －0．3   」）．3   －8．3  －0，3   －0．3   

H－． Gt■  年金改定事（％）   －0．9   ・・8．9   －0．9   一・0．9   」）．9  －0．9   －0．9   

C七■■  （1＋年金改定車）／（1＋鞭用有年金全体の名目手金上昇率）   1．000   】．M   1．00（〉   1．000   1．M  †．（X）0   1．000   

Cdt－  各制度別の名日1金上昇率が0％の■合の保険料収入   20，3   10．4【氾   10．400   30．038   38．0〇8  ／2．728   2．728   

C削．  年金改定率が0％の場合の給付暮尊   26．9   12．510   12，435   33．331   33．085  2．999   2．955   

平成15年度兼積立金   い74．6】  ；●・；  【88．175】  3丁8．29丁  ［379．605】  31．802  【32．242】   

平成16年鷹の運用収入   【4．1】   2．109   r2．2911   7．53   m  4071   738   「1．†D31   

Ft．  名邑連用制偏り（†も）   【2．40】   之．45   【2．63】   2．Ol  ．56】   2．34   【3．43］   

Ba一  美質的な運用利回り（％）   【2．59】   2．85   〔2．8幻   2．20   〔3．75】  2．53   【3．63］   

平成16年度の賃金上昇率  

各制度別の名計賃金上昇率（％戸Z   －－8．202   0．521   0．52l   」）．037   －－8．037  －1．2ヰ6   ーl．246   

Bb．．  被用青年金全体の名目1金上昇率（％芦Z   －0．柑8   ー・0．188   －0．18   －・8．188   」）．188  －0．188   －0．t88   

G川  平成16年魔の運用収入以外の収支残   －7．6   －2．D14  ト1．902】  －5ヱ12  ト5．い＝】  一137  ト267］   

保抜粋収入   20．2   10．218   10．2】8   29．735   29、735  2．758   2．758   

島陰料収入増減車（％）   0．120   －0．120   －0．120   0．1≦〉8   0．198  0．丁80   0．780   

RCi一  色制度別の半年分匹蔓醜名目t金上昇率が0％の場合の保扶隅収入増漉寧（％）   0．354   0．396   0．ユ96   0．657   0．657  1，292   1．292   

t．●  各嘲鷹別の半年分明壬緩名目千金上昇率（％）   ・・■ヱ33   －0．515   －0．515   一・8．456   ・・0．456  －0．505   一・8．505   

Cさ一  被用青年会全体の名目↑金上■ヰ（半年分憫整後）（％）   一・8．399   ・－カ．399   －0．399   －0．．399   －0．399  －0．399   ・・8．399   

Cb，．  （1＋各触度別の名巨賃金上昇率）′（l＋被用者年金全体の毛自1金上昇寧）   1．002   8，999   D．999   0．999  0.999 0．999   0．999   

給付十＋基礎年金拠出金（国庫・公1ほ済負担分を除く）一基礎年金交付金   28．3   17．837   17．837   46，341   4  341   2．994   2．9g4   

その他収入（基礎年金拠出金の匹陣▲公経済負担分を除く）－その他支出   0．4   5．即）5  注5 【5．717】   11．3≦叫  注5 【11．465］  －20l  注5  ト苅】   

（幕事l）総合費用   27．6   12．118   12．118   a4．843   34，843  3．033   3．033   

総合土用増減ヰ（％）   4．545   －1．751   －1，751   6．349  6.349 3．304   3．384   

RBh－ R【k－  年金改定辛が0％の≠舎の総合t用句減車（％）   4．868   －1．456   －1．45邑   6．6t；9  869   3，615   3．615   

細上昇ヰ（％）   0，0   0月   8．0   0．0   OJ）  0．0   0．0   

H－●  G■  年金d【定率（％）   －0．3   ・・8．3   ーD．3   －0．3   ・・■．3  －0．3   －0．3   

CG－．  （ト年金改定率）／（1＋鞭用有年金全体の名白文金上昇率）   1．001   1．001   1．0【Il   1月01   1，001  1，001   1．001   

Cdl■  各個度別の名El金上昇辛がOIもの場合の保検料収入   20．2   10，271   10．271   29．8丁2   29．87Z  2．712   乙77之   

C飢■  年金改定率が0，もの場合の給付★専   27．9   12，269   12．157   35．05ユ   34．982  3．284   3，033   

平成16年度乗積立金   【171．1】  87．0糾  【88．564】  380．引9  【38丁．87Dユ   32．102  【33．079］   

注1【】内の数仙ま、時価ベースのものである。  
注2 喪中の名目t金上昇率は、年相成の変動による影書を除いた標準報酬の上昇率であり、被用者年金全体の数≠は、粗い推計傭である。  

なお、平成16年度は賞与を含むが、共済については賞与を含む機械劇な推計傭である．  
注3 脾生年金の平成11年廣未積立金、平成12年度運用収入、平成12年度末積立金は、実績推計檀に承絶黄塵に係る損益分を含めた膿である。  
注4 旧■林年金を含まない。  
注5 その他支出には、時価ベースの運用収入に含まれている有価旺券売却損専の費用が含まれているので運用収入（簿価）と正味運用収入の蓋を控除した，  
注6 時すべースの14年度未積立金と川年度収支残から推計した。  
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一巻麦）（刊平成16生虎夫緒立食＿（熟平成16生庶政舌比韮＿（卦平成16年席捲立比重妄推計するための暮  さ餉数値（平  11年財政頁計  ェ】ま里）「子・の11  

厚生年金  匝共演  地共済  私学共済   

① ②  ③   兆円   億円   億円   億円   
平成11年度の賃金上昇率   

各制度別の名目賃金上昇辛（％）   2．5   2．5   2．5   2．5   

被用青年会全体の名目賃金上昇率（照）   2，5   2．5   2．5   2．5   

At． E．1 B．， 平成11年虎夫積立金   17之＿2   82．984  34g．951   ・  ；   

平成12年崖の運用収入   6．2   3．285   川．034   1175   

Fu  Dll  名巨運用利回り（％）   3．61   4、00   4．00   4．α：〉   

Bat～  実質的な運用利回り（％）   l．09   l．46   1．ヰ6   1．ヰ6   

平成12年虔の賃金上昇率  

各制度別の名目賃金上昇率（％）   2．5   2．5   2．5   2．5   

Bbl土  蔵用青年金全体の名自賃金上昇率（％）   2．5   2．5   2．5   2．5   

G，l E－1 平成12年度の運用収入以外の収支残   一丁ヱ   －1．727   l．792   53   

C－1  保険料収入   22．9   9964   3l．851   2．537   

各制度別の半年分閑琵後名目丁金上昇率（％）   2．5   2．5   2．5   2，5   

C如  被用者年金全体の名目ま金上昇率（半年分偶豊後）（％）   2．5   25   之5   2．5   

Cb廿  （ト各制度別の名目ま金上昇車）／（1＋被用青年会全体の名目乍金上昇牽）   l．000   1．DDO   1．000   1．000   

給付費＋基礎年金鋤出金（国庫・公経済負担分を除く）†基礎年金交付金   24．6   17．33l   45．005   2．468   

その他収入（基礎年金拠出金の国庫・公経済負担分を隙く）－その他支出   0．5   5．640   14．946   －16   

Bll Cl王  （再掲）総合1用   23．8   11，679   30，058   2．487   

物価上昇率（％）   1．5   1．5   1．5   1．5   

年金改定辛（％）   1．5   l，5   1．5   1．5   

Ccl王  （ト年金改定率）／（ト橿用有年金全欄の名目丁金上昇車）   0．990   0．998   0．990   0．990   

Cd、王  各≠度別の名目賃金上昇率が0％の場合の保険料収入   22．3   9．719   31．D69   2．475   

CeⅦ  年金改定率が0％の場合の給付井等   23．1   11．518   29．615   2．447   

年金改定辛が0％の場合の総合費用   23．ん   11，506   29，614   2．458   

平成12年丘未積立金   177ヱ   8ヰ．542  365，77丁   30，586   

平成13年度の運用収入   6．2   3．342   14．640   1224   

F－1 Dl】  名自運用利回り（％）   3，52   4．08   4．00   4．08   

Ba．】  集貨的な運用利回り（％）   0．99   1．46   1．46   1．46   

平成13年度の賃金上昇率  

各制度別の名邑賃金上昇率（％）   2．5   2．5   2．5   2．5   

Bbtl  被用者年金全体の名巨‖r金上昇ヰ（％）   2．5   2．5   之．5   2－5   

Gt】 E” 平成柑年度の運用収入以外の収支残   －2．1   －2．OD2   435   12   

保険料収入   23．4   10．269   32．681   2．815   

保険料収入増減車（％）   2．183   3．061   2．606   3．D74   

RCi．1  各制度別の半年分間暮鶴名巨千金上昇率が0％の♯含の保陵料収入増濾率（％）   －0．324   D．532   0．888   0．545   

Ⅰ，，  各制度別の半年分調整後名目手金上昇率（％）   2．5   乙5   2．5   2．5   

C帥  搬用有年金全体の名モ＝■金上昇翳半年分憫撃磯）（％）   2．5   乙5   2．5   2．5   

Cb、】  （1・各蠣度別の名8手金上昇率）／（1＋被用青年会全体の名巨文金上井串）   1．DOO   1．000   1，000   1．ODO   

給付1十基礎年金拠出金（鴎庫・公経済負担分を除く）一基礎年金交付金   26．1   17，8∝I   48，944   2．585   

その他収入（基礎年金拠出金の厚庫・公経済負担分を除く）－その他支出   0．6   5．529   14．698   －18   

（再掲）総合費用   25．3   1之．259   32．247   之．606   

総合十用増減車（％）   8．303   4．966   7，283   4．785   

RBhu RCgt，  年金改定辛が0，もの場合の総合モ用増減車   4．732   3．415   5．697   3．236   

物価上昇率（％）   1．5   1．5   1．5   1，5   

H．】 Gl，  年金改定辛（叶）   1．5   l．5   1．5   1．5   

C¢Ⅶ  （1＋年金改定畢）／（1十絶用有年金全備の名目賃金上昇率）   8．990   0．990   0．990   0．9試）   

Cd．，  各制度別の名［＝一金上昇車が0％のヰ含の保険料収入   2之．8   10．017   3l．879   2．551   

CoⅦ  年金改定辛が0％の場合の給付費零   25．1   12．D90   31．769   之．565   

平成13年度乗積立食   181．3   85．882  380．852   31．822   

D．．」－， F，】  （絆す丈更後ベース積立金）－（押ず変更前ベース積立金）  

平成13年農夫積立金（肝価蜜モ後）   181．3   85．88之  380，852   31．82ヱ   

平成川年度の運用収入   6．3   3．393   15．212   1275   

Ft■  D．．  名巳連用制回り（％）   3．50   4．00   4．DO   4．∝〉   

Ba川  実質的な運用利回り（％）   0．98   1．46   1．46   1．46   

平成川年度の壬金上昇率  
各制度別の名目手金上昇車（％）   2．5   2．5   2．5   2．5   

Bb，．  鞭用青年会全体の名目王金上昇辛（％）   2．5   2．5   2．5   2．5   

G．． E“ 平成川年度の運用収入以外の収支残   －2．7   ー乙134   －1．112   103   

保険料収入   244   10．534   33．416   2．839   

保険料収入士≠減車（％）   4．274   2．58†   2．249   る．566   

R（コ．．  各制産別の半年分肌璽機名目丁金上昇辛が0％の鳩舎の保険料収入増減車（％）   t．715   0－063   －0．260   5．902   

Ⅰ川  各制度別の半年分憫整徒名自賃金上昇率（％）   2．5   2．5   2．5   2．5   

Ca．．  被用青年金全体の名目1金上昇率（半年分明整後）（％）   之．5   2．5   2．5   2．5   

cb．．  （ト各制度別の名目賃金上昇率）／（1十社用有年金全体の名自書金上昇畢）   1．000   1．000   1．ODO   1，000   

給付書＋基往年金拠出金（国庫■公経済負担分を除く）一基礎年金交付金   27．6   18，084   48．958   2．721   

その他収入（基礎年金拠出金の国井・公経済負腰分を除く〉－その他支出   D．5   5．416   14438   －15   

（再綿）総合土用   26．8   12．65  5  34．527   之．丁39   

総合t用増減車（％）   5．929   3．230   7．070   5．104   

RBh＝ RCgt4  年金改定辛が0％の場合の総合費用増滅串   4．363   170  5  5．488   3．550   

物価上昇率（％）   1．  5  1  5  1．5   1．5   

H－一  G川  年金改定率（％）   1．  5  l．  5  1，  5  1，5   

Cc＝  （1＋年金改定辛）／（1十祇用青年金全体の名目賃金上昇率）   0．990   0．990   0．990   0．990   

Cd．．  各制度別の名日貨金上昇車が0％の場合の保険料吸入   23．8   10．276   32．596   乙769   

Co川  年金改定率が0％の場合の給付費零   26．7   12481   34β18   2．696   

平成1▲年度末積立金   184．9   87．141  394．952   33．200   

D，．」，． F，．  （絆す壬更礫ベース積立金）－（絆価変更前ベース積立金）  

平成14年丘乗積立会（評価変更後）   184．9   87．14†  394．952   33．200   
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第3章◆平成11年財政再計算結果との比較  

立 釘怖 （∃鯵岩）仔）平成16飯庁美穂合＿（勤平l翳慶収支比雇．店）平鹿16生度積立比重多糖引するための  越的教鐘（平   11年■I改頁計壬結婁）ーその21  

厚生年金  国共濱  地共済  私学共済   

（む ②  ③   兆円   億円   億円   億円   
平成15年度の運用収入   6．   3．434   15．73   1．329   

Fl■  Dt．  名目運用利同り（％）   3．49   4．00   4．00   4．∝）   

Ba博  美質的な運用欄順川（％）   D．97   1．46   l．46   1．46   

平成15年鹿の子金上昇率  

各制度別の名目文金上昇率（％）   2．5   2．5   2．5   2．5   

Bb“  椎用有年金全♯の名目1金上昇ヰ（％）   2．5   2．5   2．5   2．5   

G，一  E，■ 平成15年魔の運用個人以外の収支残   －4．1   －2．618  －3．122   ヰ6   

保険料収入   24．7   10．754   3ヰ．081   乙920   

屈険料収入増液中（％）   1．257   2．092   1．991   2．865   

RGill  魯≠度別の半年分蛸♯緩名目t金上昇率が09もの場合の保瞳綱収入1I濾寧（％）   －†228   －0．413   －0．512   D．341   

Ⅰ≠  各制度別の半年分明整繰名日宇金上昇車（％）   2．5   2．5   2．   2．5   

Cib  被用者年金全体の名邑耳金上昇串（半年分偶整後）（％）   2．5   2．5   2．   2．5   

Cb，，  （l＋各制度別の名目t金上昇率）／（1＋被用者年金全体の名61金上昇率）   1．000   1．000   1．008   1．000   

給付書＋基礎年金拠出金【国庫・公経済負担分を除く）一基礁年金交付金   29．4  18．666   51．24l   2．860   

その他収入（基礎年金拠出金の四庫・公経済負磨分を除く）－その他支出   0．6   5．2∈I4   14．03丁   

く再掲）総合事用   28．5  13．368   37．20   2．8丁8   

総合費用増濾ヰ（％）   6．343   5．571   7．TS3   5，07   

R8h－ R（k叫  年金改定車力匂％の場合の総合暮用堵濾ヰ（％）   4．772   4」）11   6．161   3，52   

細上昇率（％）   1．5   1．5   1．   

Ht■  Gll  年金改定卒（％）   1．   1．5   1，   1．   

C¢l暮  （1＋年金改定率）／（1＋被用有年金全体の名目t金上昇寧）   0．990   0．990   8．990   0．990   

Cd，．  各制度別の名日1金上昇率が0％の場合の保抜料収入   24．1   tO．叩0   33，245   2．819   

C0．■  年金改定率が0％の場合の給付費等   2臥3   13．175   36．654   2．832   

平成15年鷹乗積立会   18－．2   87．957  407．565   34．575   

平成柑年度の運用収入   注之    6．6  注2  3．458  注Z  用．22  注■  1．383   

F一  名日蓮用利回り（％）   3．56   3．98   4β0   4、00   

Ba－  実質的な運用利回り（％）   1q3   1，45   1，47   1．46   

平成16年度の賃金上昇率  

各制度別の名8文金上昇率（％）   2．5   2．5   2，5   2．5   

Bbt．  社用青年会全体の名目千金上昇率（％）   2，5   2．5   2．5   2，5   

Gt．  平成18年魔の運用収入以外の収支残   注Z    －5．1  注3  －2．3之1  ■    ●  注4    －11   

保挨増収入   注1   25．3  注111，076  注1 35．糾   3．080   

保険料収入せ減車（％）   2．248   2．998   4．573   之，739   

RCj一  色制度別の半年分脚靂醜名冒丁金上昇寧が0％の場合の保険料収入増減寧（％）   －0．261   0，482   2．007   0．218   

l■  各制度別の半年分Ⅶ壬撞名El金上昇ヰ（％）   2．5   2．5   2．   2．   

C■一  被用有年金全体の名白文金上昇ヰ（半年分調整磯）（％）   2．   乙5   2．   2．5   

Cb1．  （ト各制度別の名目1金上昇ヰ）／（1＋覿用春■年金全体の名目賃金上昇率〉   1月00   1．∝IO   1．000   1．000   

給付暮＋基礎年金拠出金（匹庫・公経済負担分を除く）一基礎年金交付金   注ヰ    31．D  注4 19．287  注ヰ  53．16  注4  2．997   

その他収入（基礎年金拠出金の酋庫・公経済負担分を除く）－その他支出   注4     0．7  注5  5．8幻  注5 12．931  注4   －15   

（再掲）総合暮用   注ヰ    30．2  注5 13．398  注5  40．23   3．01   

総合十月増減辛（9も）   5．8∈13   0，2糾   8．139   4．740   

RBh■ RCか  年金改定辛が09もの≠合の総合暮用増減率（％）   4．328   －1．198   6．541   3．192   

械上昇率（％）   1．5   1．5   1，   1．5   

Hl●  Gl●  年金改定率（％）   1，5   1．5   1．5   

CcI■  （1十年金改定事）／（1＋被用青年金全体の名目文金上昇率）   0．990   0．990   0．990   0．990   

Cdl●  各制度別の名目1金上昇率が0％の場合の保険料収入   24．6   10．∝叫   34，765   2．92丁   

Cl〉1一  年金改定率が0％の場合の給付t等   29，9   13．199   39，638   2．96丁   

平成両年度乗積立食   注之  188．8  注3  8乳094  注3 4柑，197  注4  35．94丁   

注1保険料ヰの1いを除去した場合の蝕≠である。   
注2 保険料率の1いの除去、暮磁年金拠出金に係る町鷹・公経済■担の定繍分を反映した場合の数傭である。  
注3 保険料率の1いの職圭、墓礎年金拠出金に係る四♯・公経済■担の定輔分、国共済と地共済の財政綱憂を反映した場合わ数値である。  
注4 基礎年金拠出金に係る圃膚・公権済1担の定線分を反映した場合の数傭である。   
注5 基礎年金拠出金に係る匹■・公経済1担の定職分、孤共済と地共済の財政鯛整を反映した場合の数徹である。  
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第8章◆平成11年財政再計算結果との比較  

補遺5  

年金給付費に対する賃金上昇率、物価上昇率の影響について （考察）   

（1）本補遺の問題意識   

本章第4節では、保険料や給付費が長期的には概ね名目賃金上昇率に応じて増減すると考えられること  

から、実質的な運用利回りを考え、また、積立金の実績と平成11年財政再計算との罪離に関し、名目賃金  

上昇率が見通しと異なった分を除いた、年金財政への実質ベースの影響について分析している。しかし、  

実際の年金制度では、 

が改定されていく（このほかにマクロ経済スライドによるスライド調整もあるが、ここでの議論に本質的  

な影響を与えないし、簡単にするため、ここでは考えない。）。果たして、最初の長期的な仮定は正しいの  

であろうか。   

以下では、平成16年財政再計算結果に基づく財政検証での分析をもとに、賃金上昇率、物価上昇率の給  

付費に対する影響について考えてみる。この財政再計算結果に基づく財政検証では、財政再計算に使用さ  

れたいくつかの前提の年金財政に及ぼす影響を分析するため、その前提を変更した試算を行っている。そ  

の中に、年金制度や人口の要素は動かさずに、運用利回りや賃金上昇率といった経済前提のみを変更した  

場合の将来推計がある。   

その動かし方は次のようなものである。  

運用利回り  賃金上昇率  物価上昇率  

2．1％  1．0％   基準ケース（財政再計算）  

経済変更1  

経済変更2  

（2009年度以降の前提について動かしている。）  

このように、物価上昇率は固定したままで、賃金上昇率のみ変更している。そのため、賃金上昇率の変  

動の影響、すなわち、賃金上昇率と固定した物価上昇率のどちらに、どのように影響されるかが観察でき  

る。  

（2）経済前提の給付費に対する影響   

毎年度の年金給付費に影響するものとしては、受給者数とそれぞれの年金額や支給停止の状況、さらに  

は新規裁定、失権の状況などがある。経済変動はその年金額の変動に影響を与える。   

なお、上記の変動させたケースでは、運用利回りも同時に、わずかではあるが動かしている。給付費に  

は、運用利回りは直接の影響はないが、積立金の運用収入の変動がマクロ経済スライドの掛かり方に影響  

するため、年金額そのものには影響を与える。しかし、ここでは、いずれかのケースでマクロ経済スライ  

ドが適用されている期間については、観察対象期間としないので、結果として、運用利回りの変動の影響  

は考えなくていい。   

この前提の影響を、定常状態におけるモデルで考えると、次のようになる。定常状態を考え、かつ、将  

来のこととすると、すべての被保険者、受給者は財政再計算で見込んだ基礎率の通りに被保険者になり、  
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第3章◆平成11年財政再計算結果七の比較  

報酬を得、その後受給者となる。当然各年度の受給者数は変わらず、被保険者歴なども同じとなる。1つ  

違っているのは、年金額である。年金額の算定の元となる報酬は、年度が増えるに従い、全体に賃金上昇  

率分大きくなっている。従って、このような定常状態では、年金給付額は賃金上昇率で増加していく。  

（3）前提を変更した場合の試算結果から見た影響   

毎年度の給付費はその年度の受給者数と個々人の年金額で決まる。つまり、   

給付費総額 ＝ ∑個々人の年金給付額  

＝ ∑個々人の年金額×（1一支給停止割合）  

＝ ∑piXbi  …… ①   

ここに、piは受給者をグループ分けしたときの人数であり、人口要素を代表する。なお、これには支  

給停止等の経済前提の動きに関係のない事項の影響も含めて考えることとする。また、biはpiグループ  

の年金額の平均とする。   

ここで、経済前提のみを変更した場合、受給者数やその支給停止状況などは変化しない。   

つまり、①式の年金給付額biがスライドされるだけである。   

さらに、  

財政再計算のn年度の給付費総額  A。  

前提を変更した場合のn年度の給付費総額  B。  

として、  

R。＝B。／A。  ……… ・②  

とおくと、人口の年齢別の変動が極端に動かない限り、近似的には、R。からはpiという人口要素の影響  

は概ね消え、財政再計算の基準時点からの給付の伸び率、つまり、経済前提での報酬や年金改定の影響の  

累計の比であると見なすことが出来る。   

このR。の伸び率を、  

・… …・・ ・③  p。＝R。＋1／R。－1  

と置くと、これは各年度の経済前提の違いによる給付費の伸びの違いとなる。   

このpの動きを図にすると、図5－1のようになる。  
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図5－1経済前提が変わった場合の給付費の伸び率の比較  

ー厚生年金 経済変更2  
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横軸より下に動いているのが、経済変動1－賃金上昇率が低くなった場合一であり、上を動いているの  

が経済変動2一賃金上昇率が高くなった場合－である。   

最初の数年間（2010年度まで）は、経済前提は変動させていないため、Pの動きは0である。その後2020  

年度あたりまでは、グラフの数値は、経済変動1で0．1～0．15％、経済変動2で、0．1～0．2％の伸びがみ  

られる。その後大きく動いているのは、マクロ経済スライドの適用期間の違いによるスライド調整の差の  

影響である。2040年度頃から以降は、やや波がみられるもののほぼ横ばいである。  

（4）長期的な影響   

経済要因の変動の長期的な影響は、図5－1の2040年度頃より後のところで観察できる。グラフをみると、  

経済変動1では、マイナス0．3％のあたりを、経済変動2では、プラス0・4％のあたりを動いている。この  

数値は、先に見た、経済前提の中の賃金上昇率の基準ケースとの差と同じである。   

この頃の受給者は、概ね財政再計算の基準時点以降に裁定された看であり、また、年次が後になるほど、  

その被保険者期間も基準時点以降のみの者が増えていく（モデル計算に近づいてくる。）。   

これは次のように考えることができる。将来推計では、性、年齢、加入期間別にグループ区分をし、推  

計していく。ある年度（t）とその翌年度（t＋1）の受給者を性、年齢別にグループ別に眺めてみると、規模は  

もともとの出生状況によって異なっているが、加入期間の分布は同じである。また、性別や年齢別の分布  

も同じである。つまり、相似形をしているといえる。1点違っているのは、年金額の基礎となる標準報酬  

である。（t＋1）年度の受給者は全体として、（t）年度の受給者よりも一年後に動き出している。そのため、  
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標準報酬も1年分の賃金上昇率がかかることとなる。従って、経済前提を動かした場合の影響は、その賃  

金上昇率にほぼ同じとなる。   

ただ、グラフをみると、長い周期での脈動が見られる。これは、先ほどの②式から③式を出すときに、  

人口の変動を無視して、①式の∑を無視した影響であり、人口の年齢構成の変動による出生数の変動（合  

計特殊出生率の変動ではない。）が、受給者の各年度における年齢分布に影響し、各コーホートのもつ総年  

金額への影響度合が影響を受けているためと考えられる。  

（5）短期的な影響   

直近での様子は、2020年度頃までの動きに現れている。それによると、経済変動1で0．1～0．15％、経  

済変動2で、0．1～0．2％の伸びであり、賃金上昇率のほぼ3分の1程度の影響となっている。   

これは、  

ア．受給権者の過去の報酬の伸びには、長期的な影響で見たような規則性がないこと   

イ．現状では受給者数が増加しており、相対的に65歳以上り受給権者の割合が多く、物価上昇率のみ  

の改定の影響が出ていること  

などが考えられる。  

（1）で見たように、財政再計算結果に基づく財政検証では、物価上昇率を動かした場合の試算は行ってい  

ない。従って、物価、賃金の両上昇率が変動した場合の予想は困難である。ただ、第3章（4）でみている実  

質的な運用利回りは、物価上昇率の実績と再計算での見込みの違いの影響を考慮すると、実際にはさらに  

大きなものであろうと考えられる。  

（6）その他  

・可処分スライドによる賃金上昇率との違いや、再計算時点で解消していないマイナススライドの凍結  

分は、基準ケース（財政再計算）でも考慮されており、基準ケースからの離れ具合をみている今回の  

比較では、その影響は考えなくて良い。  

・支出には、給付費と基礎年金拠出金がある。基礎年金拠出金の支出に占める割合は、平成16年財政  

再計算によると、足下では、厚生年金と私学共済は約1／3、国共済と地共済では約2割であるが、  

将来的には厚生年金では4割を超し、共済では約3割となるなど財政から見てもかなりのボリューム  

となる。しかし、基礎年金拠出金も同じ経済前提で伸びていくと仮定されているため、基礎年金拠出  

金を含めた支出合計で見ても、各年度の影響は図5－1とほとんど変わらないものとなる。  
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